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１．本報告書について 
 

本市では、経済部を中心として、様々な中小企業振興施策を実施していますが、その実施状況

については、新潟市中小企業振興基本条例（以下「条例」）第 16 条及び第 17 条において、議会

への報告及び市民への公表が定められています。 

令和 6 年度中小企業振興施策の実施状況について、概要を記載するとともに、個々の施策を、

条例第 14 条に基づき策定した「新潟市中小企業・小規模事業者活性化プラン（令和 5 年度-令

和 8 年度）」 第 3 章「目指す姿と施策の方向性」の施策体系により類型化し、報告するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟市中小企業・小規模事業者活性化プラン（令和 5 年度-令和 8 年度） （令和 5 年 3 月策定）

第 3 章「目指す姿と施策の方向性」 施策体系 
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２．令和６年度中小企業振興施策の実施状況概要 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ. 
 新たな活力を 
 生み出す 
 イノベーションと 
 創業の促進 

 異分野・異業種間の企業や人、技術やデータなどを繋ぐ共創環境

「ＤＸプラットフォーム」の活動を通じて、企業のデジタル化やＤＸを

推進するため、新規事業化に向けた実証実験を支援するととも

に、今後成長が期待される VR（仮想現実）、AR（拡張現実）などの

バーチャル技術である XRを活用した新たなビジネスの創出を後押

しした。 

 製造業、物流業における IT 技術活用による生産性向上や人手不

足緩和を図るため、デジタル人材の育成を支援した。 

 脱炭素化に資する設備投資の支援や、脱炭素社会の実現に貢献

するグリーン人材の育成支援、エネルギー専門家の派遣を通し

て、環境経営や効率的なエネルギー使用に向けた取り組みを支

援した。 

 ビジネスイベント「日々是新」を開催し、イノベーションの機運醸成を

図った。 

 

 創業支援等事業計画に基づき、創業をテーマとしたセミナーの

開催や事業計画の策定を支援するとともに、支援機関の連携の

輪を広げた。 

 次世代のビジネスリーダーの育成を目的に連続ワークショップを

開催するとともに、参加者のコミュニティ形成を支援した。 

 創業時の資金調達の円滑化や創業後の賃料補助を行うなど、

創業前から創業後まで必要な支援を切れ目なく実施し、創業に

繋げた。 

 

Ⅰ-2 
 創業の促進  

Ⅰ-1  
 新たな分野への挑戦  
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 （公財）新潟市産業振興財団（以下、「新潟ＩＰＣ財団」という）と連携のう

え、年間 2,608 件のビジネス相談に対応し、市内中小企業の経営課題

解決等を支援するとともに、制度融資による資金調達支援や融資利用

時に必要となる信用保証料の補助を行い、経営の安定化を支援した。 

 食の商談会やコーディネーターによる販路開拓支援、海外バイヤーとの

商談機会の提供を通して、域内外の販路開拓を支援した。 

 人手不足の課題に対し、人の手で行っていた既存業務を機器に代替す

る取り組みを後押しし、事例の水平展開を行った。 

また、雇用の確保では、各世代への市内就労促進に向けた取組のほ

か、新規学卒者の採用活動への支援や、新規学卒者等を対象とした奨

学金返済支援制度を設けている企業への支援に加え、多様な人材の

活用を企業に促すため、単日短時間就労による働き手と企業とのマッチ

ングプラットフォームを開設するとともに、在宅テレワーカーの育成に取り

組んだ。 

 市発注における中小企業への発注は、件数 92.0%、金額 77.7%となっ

た。 

 

 市内工業用地への立地促進を目的とした助成を実施するとともに、にい

がた２ｋｍ内への情報通信関連企業の誘致・集積を促進させる取り組み

を行った結果、企業立地件数 24 件、うち情報通信関連企業の誘致件

数 8 件となった。 

 商店街活性化のため、商店街によるソフト・ハード両面の取り組みを支援

し、商店街やまちなかの魅力づくり・賑わいづくりを図った。 

 

 働きやすい職場環境づくりを整備するため、市内企業の経営者向けセミ

ナーの開催や働きやすい職場づくりに取り組む企業の表彰を行うほか、

ウェブサイト活用による情報発信など、企業の働き方改革を推進した。 

 働きがいを高める取り組みを推進するため、中小企業団体が実施する、

地域で人を育成・採用し、中小企業の定着率・採用力等向上に資する

取り組みを支援した。 

 

Ⅱ-2  
地域の資源を活かした経済の活性化 

Ⅱ-1 
 経営力の強化  

 Ⅱ. 
 中小企業の 
 持続的発展を 
 支える経営基盤の 
 強化  

Ⅱ-3 
誰もが活躍できる環境の整備 
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３．各施策の実施状況 

 
 

Ⅰ-1 新たな分野への挑戦  

人材の育成  

▶多様な人材の育成 

(1)次世代人材育成事業（新潟 IPC 財団補助金）                     P8 

(2)新事業チャレンジ応援事業（新潟 IPC 財団補助金） 拡充       P9 

(3)DX プラットフォーム推進事業          P9 

(4)デジタル人材育成支援事業 拡充             P10 

(5)グリーン人材育成支援事業 新規             P11 

(6)在宅テレワーカー育成・就労支援事業 新規         P12 

(7)新規採用活動支援事業                   P13 

(8)働きがいのある新潟地域創造事業          P14 

 

新事業創出の促進 

▶SDGs、DX、GX、脱炭素といった新たなテーマや変革への取り組み支援 

▶成長分野への挑戦の支援 

(1)DX プラットフォーム推進事業 【再掲】          P15 

(2)NIIGATA XR プロジェクト推進事業            P15 

(3)地域イノベーション戦略推進事業                      P16 

 (4)中小企業生産性向上・グリーン設備投資補助金       P17 

(5)産業見本市開催費負担金          P18 

 

Ⅰ-2 創業の促進  

創業期のステージに応じたきめ細かな支援 

▶創業機運の醸成 

(1)コンサルティング事業（新潟 IPC 財団補助金）            P19 

(2)研修・セミナーの開催（新潟 IPC 財団補助金）            P19 

(3)次世代人材育成事業（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】           P20 

(4)市内就労促進事業                             P21 

▶市内関係団体と連携したきめ細かな支援 

(1)創業支援等事業計画に基づく関係団体と連携した創業支援 （＊）     P22 

(2)コンサルティング事業（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】        P23 

▶創業にかかる資金調達の円滑化 

(1)創業サポート（店舗）           P24 

(2)創業サポート（オフィス）          P25 

(3)中小企業制度融資貸付金（開業資金）         P26 

(4)チャレンジショップ事業           P26 

 
 
 

Ⅰ.新たな活力を生み出すイノベーションと創業の促進 
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Ⅱ-1 経営力の強化  

稼ぐ力の強化  

▶経営相談やコンサルティングによる支援 

(1)コンサルティング事業（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】             P27 

(2)研修・セミナーの開催（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】       P27 

(3)商工団体補助金           P28 

▶販路開拓の支援 

(1)食の商談促進事業（新潟 IPC 財団補助金） 拡充       P29 

(2)海外ビジネス支援事業          P30 

▶生産性向上、設備投資の支援 

    (1)人手不足対応に向けた省人化サポート事業                 P31 

(2)中小企業等経営強化法に基づく先端設備等導入計画の認定 （*）    P32 

(3)中小企業生産性向上・グリーン設備投資補助金 【再掲】      P33 

▶新事業展開の促進 

(1)新事業チャレンジ応援事業（新潟 IPC 財団補助金） 拡充 【再掲】    P34 

(2)食の商品開発補助事業（新潟 IPC 財団補助金）       P34 

(3)技術開発力向上支援事業（新潟 IPC 財団補助金）       P35 

(4)新潟バイオリサーチセンター運営事業         P35 

(5)産業見本市開催費負担金 【再掲】           P36 

▶事業承継の支援 

 (1)オープンネーム事業承継推進事業 拡充                    P37 

(2)コンサルティング事業（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】            P37 

 

資金調達の円滑化  

▶資金需要に応じた制度融資 

(1)中小企業制度融資貸付金           P38 

(2)制度融資貸付金利子補給          P39 

(3)新潟県信用保証協会保証料補助金         P40 

 

人材の確保 

▶人材確保の支援 

 (1)新規採用活動支援事業 【再掲】               P41 

(2)企業参加型奨学金返済支援事業         P42 

(3)働きがいのある新潟地域創造事業 【再掲】          P43 

(4)市内就労促進事業 【再掲】          P44 

(5)技能功労者表彰事業           P45 

(6)新潟地域若者サポートステーション事業        P45 

(7)新潟暮らし魅力発信事業          P46 

(8)移住支援事業 拡充           P47 

Ⅱ.中小企業の持続的発展を支える経営基盤の強化 

 

凡例 

新規  ・・・新規事業 

拡充  ・・・拡充事業 

【再掲】 ・・・再掲となる事業 

（＊）  ・・・予算を伴わない事業 
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(9)テレワーカー移住・定住促進事業 拡充            P48 

(10)副業関係人口創出事業           P49 

(11)在宅テレワーカー育成・就労支援事業 新規 【再掲】             P50 

(12)単日短時間就労マッチングプラットフォーム構築事業 新規      P51 

 

中小企業の受注機会の増大 

▶市発注における受注機会の増大 

(1)市発注における受注機会増大に関する取組 （*）        P52 

 

Ⅱ-2 地域の資源を活かした経済の活性化  

企業立地の促進 

▶企業立地の促進 

(1)企業誘致促進事業＠新潟サテライトオフィス           P53 

(2)工業振興条例助成金           P54 

(3)物流施設立地促進事業補助金         P55 

(4)デジタル・イノベーション企業立地促進補助金        P56 

▶技術、技能の継承支援 

(1)伝統的工芸品展示会開催事業         P57 

(2)新潟仏壇組合補助金           P57 

 

商店街の活性化 

▶商店街の賑わいづくりなどへの支援 

 (1)つながる商店街支援事業                P58 

(2)商店街環境整備事業           P59 

(3)商店街空き店舗活用事業          P60 

(4)古町地区空き店舗活用事業          P61 

(5)チャレンジショップ事業  【再掲】         P61 

 (6)創業サポート（店舗） 【再掲】          P62 

 

Ⅱ-3 誰もが活躍できる環境の整備  

多様で柔軟な働き方の推進 

▶働きやすい職場環境づくりの推進 

(1)働き方改革推進事業           P63 

(2)新潟市勤労者福祉サービスセンター補助金        P63 

 

▶働きがいを高める取り組みの推進 

(1)働き方改革推進事業 【再掲】            P64 

(2)新規採用活動支援事業 【再掲】               P65 

(3)働きがいのある新潟地域創造事業 【再掲】        P66 
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各事業概要 
 
 

 

Ⅰ-1 新たな分野への挑戦  

人材の育成  

▶多様な人材の育成                                                                              

   

事 業 名 次世代人材育成事業（新潟 IPC 財団補助金）  

決 算 額 3,456,815 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

起業関心者、社内起

業家、会社後継者に加

え、若手経営者やマネー

ジャー層、スタートアップ

など本市経済の未来を

担う人材を包含する対象

として「次世代ビジネスリ

ーダー」と位置づけ、その

覚醒と連携を促す連続ワ

ークショップを開催すると

ともに、参加者のコミュニ

ティ形成を支援   

【実 績】 

１．連続ワークショップ 全 6 回開催（7 月～12 月） 

「Ride the WAVE 2024 -地域の翼 トキエアの未来を考える」 

テーマ「ブランディング」 

第 1 回 「（記念講演）ストーリーとしての競争戦略/連続ワーク 

ショップ説明会」    

第 2 回 「そのブランドは「誰に」「何を」訴求するか/交流会」  

第 3 回 「そのブランドを「いつ」「どのように」伝えるか」  

第 4 回 「そのブランドを「何で」伝えるか」 

第 5 回 「成果発表会」  

第 6 回 「リフレクションワークショップ」 

 

２．実績 

・交流会やワークショップ内のグループワークでコミュニティ形成

支援を実施 

・連続プログラム（6 回）参加者数 延べ 151 名、38 社から参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ.新たな活力を生み出すイノベーションと創業の促進 
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事 業 名 新事業チャレンジ応援事業（新潟 IPC 財団補助金） 拡充 

決 算 額 2,893,390 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

新潟のロールモデルと

なり得る優れた新事業展

開の取り組みに経費の一

部を補助。また、新事業

展開を促進するためフォ

ーラムを開催 

【実 績】 

１．新潟市域でのロールモデルとなり得る取り組みをコンペ方式で

選定し、最大 100 万円を上限に事業実施を支援 

採択者数：4 社、補助合計額：2,280 千円 

①スリランカ産ハーブティーの国内販売とブレンドハーブティーの

開発 

②心と体が喜ぶお店 アーユルヴェーダ専門店 

③新たな食材としての雪室熟成水産物の開発・ブランド化・販売

事業 

④一般 PC 向け冷却ツールの開発と販売体制の構築 

 

２．「新規事業開発」をテーマに新事業ブーストアップフォーラムを

開催。新規事業家 守屋 実 氏による講演「新規事業は必

ず生み出せる」を実施 

 

事 業 名 ＤＸプラットフォーム推進事業  

決 算 額 11,898,000 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

異分野・異業種間の

企業や人、技術やデータ

などを繋ぐ共創環境であ

る「ＤＸプラットフォーム」

の活動を通じて、企業の

デジタル化やＤＸ（デジタ

ルトランスフォーメーショ

ン）に向けた取り組みと新

規事業の創出を促進 

【実 績】 

１．ＤＸ新規事業開発支援事業 

ＤＸの推進と新規事業開発を加速させるため、企業のイノベーシ

ョン創出のサイクルを定着させる実践型プログラムを実施 

・セミナー参 加 者 数：延べ60名 

・プログラム参加企業数：6 社 

２．デジタルイノベーション創出推進補助金 

デジタル技術を活用した新たな製品やサービスの事業化に向け

た実証実験に係る経費を補助 

・補助率等   1/2、補助上限額 100 万円 

・補助件数  4 件 

・補助合計額 3,923 千円 
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事 業 名 デジタル人材育成支援事業 拡充 

決 算 額 873,000 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

製造業、物流業におけ

る IT 技術活用による生産

性向上や人手不足緩和

を図るため、デジタル人

材の育成を支援すること

で、企業の持続的な成長

と競争力強化を図るもの 

【実 績】 

１．補助対象者   

市内で製造業、新聞業、出版業、道路貨物運送業、倉庫業、 

こん包業、港湾運送業を営む中小企業者 

２．補助内容 

・指定機関が行う研修の受講に要する経費の 1/2 以内、 

・限度額 20 万円 

・1 年度 1 企業 5 講座かつ 5 人以内  

３．指定機関 

・中小企業大学校 

・にいがた産業創造機構 

・新潟職業能力開発短期大学校 

・新潟職業能力開発促進センター 

・職業能力開発校 

・国「マナビＤＸ」（講座レベル 1・2）［令和６年度・新規］  

４． 補助件数 

34 件・39 人 

５． 補助額 

873 千円  
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事 業 名 グリーン人材育成支援事業 新規 

決 算 額 7,597,780 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

エネルギー価格高騰

の影響を受ける市内中

小製造業及び物流業を

対象に、企業のグリーン

人材の育成支援ととも

に、エネルギー専門家派

遣などにより効率的なエ

ネルギー使用に向けた取

り組みを支援 

【実 績】 

１． 補助対象者 

市内で製造業、新聞業、出版業、道路貨物運送業、倉庫業、 

こん包業、港湾運送業を営む中小企業者 

２． 補助内容 

（１） エネルギー専門家派遣 

専門家を派遣し、エネルギー最適化に向けた助言を実施 

（２） エネルギーデマンド監視装置導入支援 

専門家の派遣を活用した事業者に対し、デマンド監視装置の

導入経費の 2/3 を支援、限度額 40 万円 

（３） GX 研修 

省エネ等の先進事例の紹介、環境経営の実施計画の作成

等、環境経営に向けた取り組みを促進するための研修を提供 

３． 補助件数・補助額 

事業内容 助成件数 助成額（円） 

エネルギー専門家派遣 

GX 研修 
34 6,797,780 

エネルギーデマンド監視装置導入

支援 
2 800,000 

合計 36 7,597,780 
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事 業 名 在宅テレワーカー育成・就労支援事業 新規 

決 算 額 30,560,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

 多様で柔軟な働き方と

して、時間や場所に捉わ

れずに働ける就労スタイ

ルや副業・フリーランス等

の働き方を実践できるよ

う、人材の育成・普及や

企業の人材活用促進を

図るもの 

 

【実 績】 

 子育てや介護などで働く時間や場所に制約があるなど、固定勤

務（フルタイム・職場勤務）が難しい女性や高齢者、副業・フリーラ

ンスを望む若者等に対し、在宅テレワーカーとして就労するための

スキル習得を支援したほか、企業に対する人材活用を促すこと

で、仕事と家庭生活の両立を果たせる地域就労モデルを構築し

た。 

 

１．在宅テレワーカーの育成 

・事前セミナーの開催（４回）  

・在宅テレワーカー養成講座（職業訓練プログラム）の開催 

 参加者数 第 1 期：33 名、第 2 期：34 名（計 67 名） 

うち、就労マッチング件数：48 件 

・キャリア面談などの就労支援、職業紹介、マッチング 

   

２．企業に対する在宅テレワーカー活用促進 

・在宅テレワーカーと企業のマッチング会の開催   

・業務切り出しワークショップの開催 参加数 11 社 12 名 

・経営者向け意識醸成セミナー 参加数 11 社 11 名 
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事 業 名 新規採用活動支援事業 

決 算 額 15,876,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

就職・採用活動の変

化に対応するため、リクル

ーター養成講座の開催

やインターンシッププログ

ラムの構築支援による、

市内中小企業の人材確

保と大学生等の市内就

労を促進、企業の採用

力向上のための支援をす

るもの 

また、アフターコロナに

おける就職・採用活動の

変化に対応し、市内中小

企業の人材確保と大学

生等の市内就労を促進

するため、企業の採用力

強化を図るもの 

【実 績】 

１．リクルーター養成講座の開催 30 社 

採用広報活動を担う人材の養成を通して、次世代リーダー育成

にもつなげてもらうことを目的とした講座を開催 

 

２．インターンシッププログラム構築の支援 10 社 

インターンシッププログラム構築のための専門家による伴走支援

を実施 

 

３．新規採用活動支援事業補助金 

自社の採用ウェブサイト等を有効活用して魅力を発信する企業

を支援 

（１）補助対象経費  

自社の採用関連ウェブサイトや採用関連の企業紹介動画の制

作・改修 

（２）補助額 対象経費の 1/2（上限 20 万円） 

（３）補助実績 34 件（5,976 千円） 
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事 業 名 働きがいのある新潟地域創造事業 

決 算 額 284,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

中小企業からなる団

体が、“地域で人を育成・

採用する仕組み”を構築

することで、働きがいを高

め、企業の定着率・採用

力向上につなげるもの 

【実 績】 

中小企業の定着率・採用力向上を目的に、市内の中小企業が

団体となって、経営者の意識改革・定着率向上・採用力向上のた

めの研修等を実施し、それら取組について広く情報発信を行った

際に要した費用の一部を補助した。 

 

１．補助対象経費 人件費、報償費、通信運搬費、賃借料 ほか 

２．補助額      対象経費の 1/4（予算の範囲内） 

３．補助実績    2 件 

  支援団体 

   ・ 新潟市異業種交流研究会協同組合（20 事業所） 

    ・ 新潟県中小企業家同友会（15 事業所） 

  取組内容 

   ・ 経営者の意識改革セミナー及び定着率向上のための 

交流イベントの開催 

・ 会員の自主・主体性を育み、会員の絆を強めるための 

経営フォーラムの開催 
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新事業創出の促進 

▶SDGs、DX、GX、脱炭素といった新たなテーマや変革への取り組み支援 

▶成長分野への挑戦の支援  

 

事 業 名 ＤＸプラットフォーム推進事業 【再掲】 

決 算 額 11,898,000 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

異分野・異業種間の

企業や人、技術やデータ

などを繋ぐ共創環境であ

る「ＤＸプラットフォーム」

の活動を通じて、企業の

デジタル化やＤＸ（デジタ

ルトランスフォーメーショ

ン）に向けた取り組みと新

規事業の創出を促進 

【実 績】 

１．ＤＸ新規事業開発支援事業 

ＤＸの推進と新規事業開発を加速させるため、企業のイノベーシ

ョン創出のサイクルを定着させる実践型プログラムを実施 

・セミナー参 加 者 数：延べ60名 

・プログラム参加企業数：6 社 

２．デジタルイノベーション創出推進補助金 

デジタル技術を活用した新たな製品やサービスの事業化に向け

た実証実験に係る経費を補助 

・補助率等   1/2、補助上限額 100 万円 

・補助件数  4 件 

・補助合計額 3,923 千円 

 

事 業 名 NIIGATA XR プロジェクト推進事業  

決 算 額 4,554,000 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

今後成長が期待され

る VR（仮想現実）、AR

（拡張現実）などのバーチ

ャル技術であるＸＲを活

用した新たなビジネスを

創出 

【実 績】 

ＸＲコンテンツ実装事業補助金 

 企業がＸＲを活用した新たなサービスを実装する経費を補助 

・補助率等   1/2、補助上限額 250 万円 

・補助件数   2 件 

・補助合計額 4,554 千円 
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事 業 名 地域イノベーション戦略推進事業 

決 算 額 13,609,502 円 担当課 
産業政策・イノベーション推進課 

企業誘致課 

【概 要】 

金属加工をはじめとす

る地域産業の持続的な

発展に向け、新潟 IPC 財

団と連携し、航空機産業

などの成長分野への新

規参入や事業拡大を支

援するとともに、生産性や

付加価値の向上のため、

デジタル化や DX（デジタ

ルトランスフォーメーショ

ン）を推進 

【実 績】 

１．ＤＸプラットフォームの運営  

生産性や付加価値の向上のため、デジタル化やＤＸ（デジタルト

ランスフォーメーション）、異業種連携の推進によるイノベーション

創出を支援するＤＸプラットフォームを運営 

・会員数：61 社・団体（令和 6 年度末時点） 

・運営・管理： 公益財団法人 新潟市産業振興財団 

・内容：プロジェクト支援、５Ｇビジネスラボ提供、交流会開催等 

 

２．航空機産業部品の戦略的複合共同工場の運営 

航空機産業への新規参入における参入障壁となるイニシャルコ

ストの低減を図るため、貸工場とインキュベーション機能を有する

「戦略的複合共同工場」の運営管理 

・施設設置場所 新潟市南区白根北部第二工業団地内 

・設置 2015 年建設、鉄骨造り、平屋建て 

・敷地面積 8,392.72 ㎡ / 延床面積 2,880.00 ㎡ 

・入居企業 4 社 

・事業実施主体 公益財団法人 新潟市産業振興財団 
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事 業 名 中小企業生産性向上・グリーン設備投資補助金 

決 算 額 23,093,000 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

 市内中小製造業の人

手不足解消や事業高度

化・拡大・継続を図るた

め、生産性の向上及び脱

炭素化に向けた取り組み

に資する設備投資に対

する補助金を交付 

【実 績】 

１．補助対象者  

市内の工場等に設備投資を行う中小企業者 

２．補助対象経費  

事業用に直接供する取得価格160万円以上の「機械及び装置」 

３．補助内容 

※交付要件：以下（１）、（２）、（３）をすべて満たすもの 

（区分 ABC により補助率及び限度額が異なる） 

区分 A B C 

交 

付 

要 

件 

(1)作業効率化 20%以上 30%以上 40%以上 

(2) 

① ～

③ の

い ず

れか 

①CO₂排出量

削減 
20%以上 30%以上 40%以上 

②省エネ効果 20%以上 30%以上 40%以上 

③使用エネル

ギー 

生産設備で使用するエネルギーを化石燃 

料から電力へ変換するもの 

(3)製品及び炭素生産

性 

― ― 

・導入設備か

ら製造され

た製品又は

製品を構成

する部材が

CO₂排出量

削減に寄与 

・工場の炭素

生産性が年

1% 以 上 向

上 

補 助 率 10% 20% 30% 

補助限度額 200 万円 ５００万円 1,000 万円 

４． 補助件数 

8 件 

５． 補助額 

23,093 千円 
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事 業 名 産業見本市開催費負担金 

決 算 額 12,942,275 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

ビジネスイベント「日々

是新」の開催を通じて、

中小企業、スタートアッ

プ、大企業、アカデミア、

行政において、これから

を担うリーダーが新潟にイ

ノベーションを起こすきっ

かけを提供 

【実 績】 

１．日時 

令和 6 年 10 月 10 日（木） 午後 1 時～午後 7 時 30 分 

令和 6 年 10 月 11 日（金） 午前 10 時～午後 5 時  

２．会場 

万代島多目的広場 大かま（中央区万代島 4 番地 2） 

３．主催 

新潟地域産業見本市実行委員会 

４．共創パートナー数 

53 者／52 ブース 

５．来場者数 

延べ 3,443 人（2 日間合計、オンライン参加含む） 

６．カンファレンス参加者数 

 会場参加：1,261 人（2 日間合計） 

アーカイブ視聴：35,563 人（令和 7 年 3 月 31 日時点） 
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Ⅰ-2 創業の促進  

創業期のステージに応じたきめ細かな支援 

▶創業機運の醸成 

 

事 業 名 コンサルティング事業（新潟 IPC 財団補助金）  

決 算 額 47,891,271 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

中小企業が抱える経

営課題の解決を支えるた

め、本市の産業支援機

関である新潟 IPC 財団ビ

ジネス支援センターに専

門人材を配置し、経営状

況に応じた丁寧なコンサ

ルティングを実施するとと

もに、人材育成や技術開

発、販路開拓等を支援

し、中小企業の強みづくり

を支え、稼ぐ力の強化を

後押しするもの 

【実 績】 

１． 相談件数 延べ 2,608 件 

２． 相談人数 延べ 2,986 人 

 

事 業 名 研修・セミナーの開催（新潟 IPC 財団補助金）  

決 算 額 1,614,737 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

オ ン ラ イ ン を 中 心 と し

て、気軽に受講できるビ

ジネスセミナーや、アウト

プットを伴う実践セミナー

などを実施することによ

り、最新のビジネス情報

の提供やビジネススキル

の向上を支援 

【実 績】 

各種セミナー/講演会の開催 

１.開催回数  通常セミナー     29 回 参加者 765 名 

実践セミナー      7 回 参加者 204 名 

産業活性化講演会  1 回 参加者 71 名 

２．場所      

オンラインまたは IPC ビジネススクエア など 

３．講師 

プロジェクトマネージャー、民間の派遣講師 など 
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事 業 名 次世代人材育成事業（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】 

決 算 額 3,456,815 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

起業関心者、社内起

業家、会社後継者に加

え、若手経営者やマネー

ジャー層、スタートアップ

など本市経済の未来を

担う人材を包含する対象

として「次世代ビジネスリ

ーダー」と位置づけ、その

覚醒と連携を促す連続ワ

ークショップを開催すると

ともに、参加者のコミュニ

ティ形成を支援 

【実 績】 

１．連続ワークショップ 全 6 回開催（7 月～12 月） 

「Ride the WAVE 2024 -地域の翼 トキエアの未来を考える」 

テーマ「ブランディング」 

第 1 回 「（記念講演）ストーリーとしての競争戦略/連続ワーク 

ショップ説明会」    

第 2 回 「そのブランドは「誰に」「何を」訴求するか/交流会」  

第 3 回 「そのブランドを「いつ」「どのように」伝えるか」  

第 4 回 「そのブランドを「何で」伝えるか」 

第 5 回 「成果発表会」  

第 6 回 「リフレクションワークショップ」 

 

２．実績 

・交流会やワークショップ内のグループワークでコミュニティ形成

支援を実施 

・連続プログラム（6 回）参加者数 延べ 151 名、38 社から参加 
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事 業 名 市内就労促進事業 

決 算 額 2,359,390 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

次代の担い手である若

者の地元就職への意識

醸成を促進するため、各

世代に対して、経済団体

や地元大学など関係機

関と連携した各種取組を

展開することで、人口の

流出抑制と流入促進を

図るもの 

【実 績】 

中学・高校・大学生の各世代にとって、市内就労の意識醸成に

向けた取り組みを行ったほか、保護者にも就職活動に関する情報

発信を行った。 

 

１．中学生向け 

市内中学生のチャレンジ精神や職業観を養うほか地元就職へ 

の意識醸成を図るための職業人講話を実施 

実施校数 34 校 参加生徒数 4,443 名 

２．高校生向け 

市が制作した地域情報冊子データを、高校の探究の授業で活

用いただいた 

実施校数 市内 8 校、市外 7 校 

３．大学生等向け 

新潟の職場環境や住みやすさについて魅力を感じてもらうととも

に、自身が新潟で働く姿をイメージしてもらうため、学生と若手社会

人との交流イベントを東京と新潟で開催 

東京開催 参加者 20 名（現地 14 名、オンライン 6 名） 

新潟開催 参加者  9 名（現地 8 名、オンライン 1 名） 

４．保護者向け 

保護者向け就活応援講座を実施 

申込者数 44 名 視聴回数 152 回 
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▶市内関係団体と連携したきめ細かな支援 

 

事 業 名 創業支援等事業計画に基づく関係団体と連携した創業支援 （*） 

決 算 額 0 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

地域の創業を促進す

るため、国から創業支援

等事業計画の認定を受

け、支援機関（新潟 IPC

財団、商工団体、地域金

融機関等）と連携して創

業を支援 

【実 績】 

創業前、創業後 5 年未満の者が、支援機関が実施する特定創

業支援等事業（創業相談、セミナー）を受講し、市から証明書の交

付を受けることで、国や市による様々なメリット措置（中小企業開業

資金借入時の利子が 3 年間無利子など）が受けられるもの 

 

１．支援件数 

延べ 2,761 件（うち特定創業支援 延べ 2,391 件） 

※新潟ＩＰＣ財団と新潟市による支援に限定した場合 

延べ 2,157 件（うち特定創業支援 延べ 1,907 件） 

２．支援者の創業件数 

延べ 650 件（うち特定創業支援 延べ 337 件） 

※新潟ＩＰＣ財団と新潟市による支援に限定した場合 

延べ 327 件（名寄せ後実数 263 件）  

３．証明書の発行枚数 

延べ 338 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 23 - 

事 業 名 コンサルティング事業（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】 

決 算 額 47,891,271 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

中小企業が抱える経

営課題の解決を支えるた

め、本市の産業支援機

関である新潟 IPC 財団ビ

ジネス支援センターに専

門人材を配置し、経営状

況に応じた丁寧なコンサ

ルティングを実施するとと

もに、人材育成や技術開

発、販路開拓等を支援

し、中小企業の強みづくり

を支え、稼ぐ力の強化を

後押しするもの 

【実 績】 

１． 相談件数 延べ 2,608 件 

２． 相談人数 延べ 2,986 人 
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▶創業にかかる資金調達の円滑化 

 

事 業 名 創業サポート事業（店舗）  

決 算 額 832,000 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

商業活性化や起業の

促進を図るため、市内の

空き店舗を活用して創業

する者の店舗賃借料の

一部を補助 

【実 績】 

１．補助対象者     

令和３年度から令和５年度までの間に交付決定を受け、かつ、

市税を滞納していない者 

２．補助対象事業   

日本標準産業分類中分類に該当する小売業、飲食業、 

生活関連サービス業  

３．補助対象経費   

店舗賃借料  

４．補助率・限度額 

補助率：1/3、限度額：60 万円/年 

※事業実施場所が商店街内、ＵＩＪターン者、特定創業支援等

事業による支援を受けた者の場合は、補助率 1/2 

５．補助期間 １年間 

６．実績 支援件数 4 件、補助合計額 832 千円 
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事 業 名 創業サポート事業（オフィス） 

決 算 額 913,000 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

新たな事業創出や起

業の促進を図るため、市

内事業所で創業する者

の事業所賃借料の一部

を補助 

【実 績】 

１．補助対象者  

令和３年度から令和５年度までの間に交付決定を受け、かつ、

市税を滞納していない者 

２．補助対象事業   

日本標準産業分類の中分類に該当する情報サービス業等の情

報通信関連産業またはその他の産業（小売業、飲食業等を除く）  

３．補助対象経費  

事業所賃借料  

４．補助率・限度額 

補助対象経費の 1/3、限度額 3 万円/月  

※情報通信関連産業、ＵＩＪターン者、特定創業支援等事業に

よる支援を受けた者の場合は、初年度補助率 1/2（限度額 5

万円/月）  

５．補助期間 

  １年間 ※情報通信関連産業は３年間 

６．実績 支援件数 8 件、補助合計額 913 千円 
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事 業 名 チャレンジショップ事業  

決 算 額 7,814,214 円 担当課 商業振興課 

【概 要】 

創業希望者等を対象

に、低廉な家賃設定の店

舗の提供と事業計画や

資金調達等の支援を行

い、古町地区での店舗展

開を推進することで中心

商店街の活性化及び空

き店舗の減少を図るた

め、古町地区に携わる官

民で構成する委員会が

運営するチャレンジショッ

プ事業を支援 

【実 績】 

チャレンジショップ運営委員会への補助事業 

１．店舗所在地 

西堀ローサ内 

２．新規出店者数 

８者 

※西堀ローサ営業終了により、令和 7 年 3 月 31 日時点では 

 全店舗退店済み 

３．家賃・共益費 

物販(1.8～7.0 坪) 10,000～36,000 円/月 

事 業 名 中小企業制度融資貸付金（開業資金） 

決 算 額 1,219,083,068 円 担当課 商業振興課  

【概 要】 

本市が金融機関及び

新潟県信用保証協会と

相互に協力して実施して

いる融資制度の一つで、

新規開業時の資金調達

の円滑化と、経営が安定

するまでの負担軽減を図

るため、融資に加えて借

入時にかかる信用保証

料と利子の一部を補助 

【実 績】 

１． 貸付金 

 開業後 1 年未満まで利用可能（「特定創業支援枠」の場合は開

業後 6 か月未満） 

 新規貸付 230 件、1,274,115 千円 

 （決算（預託）額 1,158,900 千円は「中小企業制度融資貸付金」

の一部） 

２． 保証料補助 

中小企業開業資金を利用する際、新潟県信用保証協会の信

用保証を受けた中小企業に対し、借入時にかかる信用保証料の

全部または一部を補助 

補助実績 224 件、22,374 千円 

（決算額は「新潟県信用保証協会保証料補助金」の一部） 

３．利子補給 

中小企業開業資金の「特定創業支援枠」の利用者に対し、融

資実行後 3 年間の利子全額を補助 

 補助実績 538 件、37,809 千円 

 （決算額は「制度融資貸付金利子補給」の一部）  
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Ⅱ-1 経営力の強化  

稼ぐ力の強化  

▶経営相談やコンサルティングによる支援 

 

事 業 名 コンサルティング事業（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】 

決 算 額 47,891,271 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

中小企業が抱える経

営課題の解決を支えるた

め、本市の産業支援機

関である新潟 IPC 財団ビ

ジネス支援センターに専

門人材を配置し、経営状

況に応じた丁寧なコンサ

ルティングを実施するとと

もに、人材育成や技術開

発、販路開拓等を支援

し、中小企業の強みづくり

を支え、稼ぐ力の強化を

後押しするもの 

【実 績】 

１． 相談件数 延べ 2,608 件 

２． 相談人数 延べ 2,986 人 

 

 

事 業 名 研修・セミナーの開催（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】 

決 算 額 1,614,737 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

オ ン ラ イ ン を 中 心 と し

て、気軽に受講できるビ

ジネスセミナーや、アウト

プットを伴う実践セミナー

などを実施することによ

り、最新のビジネス情報

の提供やビジネススキル

の向上を支援 

【実 績】 

各種セミナー/講演会の開催 

１.開催回数  通常セミナー     29 回 参加者 765 名 

実践セミナー      7 回 参加者 204 名 

産業活性化講演会  1 回 参加者 71 名 

２．場所      

オンラインまたは IPC ビジネススクエア など 

３．講師 

プロジェクトマネージャー、民間の派遣講師 など 

Ⅱ.中小企業の持続的発展を支える経営基盤の強化 
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事 業 名 商工団体補助金 

決 算 額 129,380,000 円 担当課 商業振興課 

【概 要】 

中小企業の経営支援

に取り組む機関・団体へ

の支援を通じ、構成員と

なる地域商工業者の育

成・活性化を図るもの 

【実 績】 

１.中小企業指導・育成事業費補助金 

地域商工業の総合的な改善発展を図る目的で組織されている

商工会議所・商工会等の取り組みを支援 

支援団体数 18 団体 

補助金額   127,300 千円 

２.商店街連盟補助金 

商店街組織の育成・活性化を図るため、商店街等で構成され

ている新潟市商店街連盟の取り組みを支援 

補助金額 2,080 千円 
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▶販路開拓の支援 

 

事 業 名 食の商談促進事業（新潟 IPC 財団補助金） 拡充 

決 算 額 406,009 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

セミナー、商談会、個

別の販路開拓支援の実

施によって 、食品 事 業

者、６次産業事業者等の

新たな受注機会の獲得

や販路拡大を図るもの 

【実 績】 

１．事前セミナー 

『”販路開拓の奥義”伝授します！ 「新規販路の接点づくりのミソ」』 

  参加事業者 8 社 

２．商談会 

・採用可能性がより高い事前マッチング制の商談会を実施 

・開催回数：１回（オンライン形式） 

３．コーディネーターによる販路開拓支援 

事前セミナー、個別相談会、企業訪問を通し、参加事業者そ

れぞれに合わせた伴走型のフォローアップを実施 

４．実績 

  ・商談件数 16 件 

・参加事業者 買い手企業 6 社 売り手企業 6 社 
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事 業 名 海外ビジネス支援事業 

決 算 額 4,520,790 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

本 市 の 強 み で あ る

「食」分野を中心に、海外

バイヤーとの商談機会を

創出し、市内企業等の海

外販路開拓を支援 

【実 績】 

海外向け輸出商談を中心に事業を実施。 

総成約金額(見込み含む)：約 29,745 千円(うち市内：20,417 千円) 

 

１．新潟市単独事業 

(１)フランスでの伝統工芸品に関する展示販売会への出展 

4 事業者、売上金額：約 170 千円 

(２)フランス食の輸出商談会の実施 

6 事業者、成約見込金額：0 円 

(３)アメリカヒューストン「ナイトマーケット」への出展(国際課事業) 

   4 事業者の商品を PR 

(４)フランス日本大使館レセプションでの新潟清酒のプロモーション 

  (国際課事業) 

   2 事業者の商品を PR 

 

２．他機関との共同事業 

(１)ジェトロ新潟・新潟県酒造組合 

・にいがた酒の陣海外バイヤー招へい商談会の実施 

バイヤー：6 か国・7 事業者     

商談事業者：29 事業者(うち市内：５) 

成約見込金額：10,350 千円(うち市内:：1,650 千円) 

(２)新潟商工会議所 

・シンガポール・香港でのライブコマースの実施(ライブ配信販売)  

    24 事業者、売上金額：5,190 千円（全て市内） 

 ・台湾の高級スーパーとの商談会及び新潟市物産展の実施 

    21 事業者(うち市内：1８→渡航 6) 

    成約金額：約 5,168 千円(うち市内：4,541 千円) 

・台湾向け輸出商談会の実施 

    19 事業者（うち市内：15） 

成約見込金額：8,866 千円（全て市内） 

(３)新潟県日本酒振興室 

・シンガポール販路拡大支援マッチングイベントの実施 

    23 事業者(うち市内：9→渡航：2)、成約見込金額：0 円 
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▶生産性向上、設備投資の支援 

 

事 業 名 人手不足対応に向けた省人化サポート事業 

決 算 額 22,115,000 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

市内中小企業におけ

る人手不足の解消が喫

緊の課題の中、人の手で

行っていた既存の業務を

代替する機器の導入等

を行うことにより、事業の

継続性を高める取り組み

に係る経費の一部を補助 

【実 績】 

１．補助対象者 

 市内に本店を有する中小企業、小規模事業者及び個人事業主 

 

２．補助内容 

・補助対象事業 

これまで人が行っていた既存業務を代替する以下のア～エ

（複数選択可）の機器の導入等による省人化に資する、新潟

市内での取り組み 

ア．セルフレジ、券売機、自動精算機、 

キャッシュレス決裁システム 

   イ. 業務用ロボット（調理、配膳、食器洗浄、清掃） 

   ウ．セルフオーダーシステム 

   エ．上記ア～ウ以外の機器等（既存業務を代替するもの） 

・補助対象経費 

  ① 機器導入費 

② ①の機器と一体で使用するソフトウェア導入費 

③ ①の機器導入に係る工事費  

・補助率等 

補助対象経費の 1/2 以内、上限 100 万円 

 

３．補助実績 

・交付確定数   43 件 

・補助合計額   26,454 千円 

内訳 

 令和 5 年度  10 件、 4,339 千円 

 令和 6 年度  33 件、22,115 千円 
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事 業 名 中小企業等経営強化法に基づく先端設備等導入計画の認定 （*） 

決 算 額 0 千円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

中小企業者が、設備

投資を通して労働生産

性の向上を図る「先端設

備等導入計画」を作成

し、市から認定を受けた

場合は、固定資産税の

特例等を受けることがで

きるもの 

【実 績】 

新規認定件数   75 件 

変更認定件数   47 件 

合計        122 件 
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事 業 名 中小企業生産性向上・グリーン設備投資補助金 【再掲】 

決 算 額 23,093,000 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

 市内中小製造業の人

手不足解消や事業高度

化・拡大・継続を図るた

め、生産性の向上及び脱

炭素化に向けた取り組み

に資する設備投資に対

する補助金を交付 

【実 績】 

１．補助対象者  

市内の工場等に設備投資を行う中小企業者 

２．補助対象経費  

事業用に直接供する取得価格160万円以上の「機械及び装置」 

３．補助内容 

※交付要件：以下（１）、（２）、（３）をすべて満たすもの 

（区分 ABC により補助率及び限度額が異なる） 

４．補助件数 

8 件 

５．補助額 

23,093 千円 

区分 A B C 

交 

付 

要 

件 

(1)作業効率化 20%以上 30%以上 40%以上 

(2) 

① ～

③ の

い ず

れか 

①CO₂排出量

削減 
20%以上 30%以上 40%以上 

②省エネ効果 20%以上 30%以上 40%以上 

③使用エネル

ギー 

生産設備で使用するエネルギーを化石燃 

料から電力へ変換するもの 

(3)製品及び炭素生産

性 

― ― 

・導入設備か

ら製造され

た製品又は

製品を構成

する部材が

CO₂排出量

削減に寄与 

・工場の炭素

生産性が年

1% 以 上 向

上 

補 助 率 10% 20% 30% 

補助限度額 200 万円 ５００万円 1,000 万円 
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▶新事業展開の促進 

 

事 業 名 新事業チャレンジ応援事業（新潟 IPC 財団補助金） 拡充 【再掲】 

決 算 額 2,893,390 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

新潟のロールモデルと

なり得る優れた新事業展

開の取り組みに経費の一

部を補助。また、新事業

展開を促進するためフォ

ーラムを開催 

【実 績】 

１．新潟市域でのロールモデルとなり得る取り組みをコンペ方式で

選定し、最大 100 万円を上限に事業実施を支援 

採択者数：4 社、補助合計額：2,280 千円 

①スリランカ産ハーブティーの国内販売とブレンドハーブティーの

開発 

②心と体が喜ぶお店 アーユルヴェーダ専門店 

③新たな食材としての雪室熟成水産物の開発・ブランド化・販売

事業 

④一般 PC 向け冷却ツールの開発と販売体制の構築 

 

２．「新規事業開発」をテーマに新事業ブーストアップフォーラムを

開催。新規事業家 守屋 実 氏による講演「新規事業は必

ず生み出せる」を実施 

 

事 業 名 食の商品開発補助事業（新潟 IPC 財団補助金）  

決 算 額 2,924,462 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

新潟市の食品産業の

活性化による地域産業の

振興を目的に、自社の強

みや地域性を生かした商

品の開発・改良の取り組

みに対し、必要な経費の

一部を補助 

【実 績】 

食の商品開発補助金 

１．補 助 対 象 者 市内中小企業者、農業者 

２．補助対象事業 加工食品開発や既存商品改良の取り組み 

３．補助対象経費 原材料費、外注・委託費、デザイン費、販促

費、旅費、機械装置 （リース・レンタルのみ）、

加工費、その他の経費 

４．補 助 率 等 補助対象経費の 2/3 以内 上限 100 万円 

５．申 請 者 数 11 件 

６．交 付 確 定 数  4 件 

７．補 助 合 計 額 2,736 千円 
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事 業 名 新潟バイオリサーチセンター運営事業 

決 算 額 14,557,401 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

バイオリサーチセンター

（研究施設）を運営すると

ともに、施設指定管理者

による産学連携コーディ

ネートを通して、産学共

同開発、食品分析、研究

分析を行い、高機能・高

付加価値製品の開発や

産学連携の推進を支援 

【実 績】 

１.新潟市バイオリサーチセンター年間入居率 100％ 

2.指定管理者による産学連携コーディネート  62 件 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 名 技術開発力向上支援事業（新潟 IPC 財団補助金）  

決 算 額 1,076,468 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

機械装置費や共同研

究費等を補助するこ と

で、市内中小企業等の

技術開発を促進し地域

経済の活性化を図るもの 

【実 績】 

技術アイデア実行支援補助金 

1．補助対象者   市内中小企業者 

２．補助対象事業 新規技術の獲得、又は保有技術の高度化に

資する研究・技術開発 

３．補助対象経費 消耗品費、機械装置のリース・レンタル費、備

品費、大学等の研究機関との共同研究費、外

注費、知的財産関係経費 

４．補助率等    補助対象経費の 2/3 以内 上限 100 万円 

５．申請者数    6 件 

６．交付確定数   1 件 

７．補助合計額   1,000 千円 
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事 業 名 産業見本市開催費負担金 【再掲】 

決 算 額 12,942,275 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課  

【概 要】 

ビジネスイベント「日々

是新」の開催を通じて、

中小企業、スタートアッ

プ、大企業、アカデミア、

行政において、これから

を担うリーダーが新潟にイ

ノベーションを起こすきっ

かけを提供 

【実 績】 

１．日時 

令和 6 年 10 月 10 日（木） 午後 1 時～午後 7 時 30 分 

令和 6 年 10 月 11 日（金） 午前 10 時～午後 5 時  

２．会場 

万代島多目的広場 大かま（中央区万代島 4 番地 2） 

３．主催 

新潟地域産業見本市実行委員会 

４．共創パートナー数 

53 者／52 ブース 

５．来場者数 

延べ 3,443 人（2 日間合計、オンライン参加含む） 

６．カンファレンス参加者数 

 会場参加：1,261 人（2 日間合計） 

アーカイブ視聴：35,563 人（令和 7 年 3 月 31 日時点） 
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▶事業承継の支援 

 

事 業 名 オープンネーム事業承継推進事業 拡充 

決 算 額 3,112,458 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

後継者確保に課題を

抱える市内中小事業者

を支援するため、後継者

募集事業者の掘り起こし

を行い、事業者名等を公

開して後継者を募集する

マッチングプラットフォー

ムへの掲載を促進するも

の 

【実 績】 

１．後継者募集事業者の掘り起こし 

・市内商工会の会員のうち、営業所等を除く 4,065 者に対し事

業承継に関するアンケートを実施 

回答数 1,152、回収率 28.4％ 

・第三者承継に関心があると回答した事業者145者に対し、マッ

チングプラットフォームへの掲載を案内 

・本アンケートにより 

令和 5 年度 3 件、令和 6 年度 1 件  計 4 件 掲載 

・ほか、新潟県事業承継・引継ぎ支援センターからの紹介により 

令和 5 年度 2 件、令和 6 年度 4 件  計 6 件 掲載 

2 年合計 10 件 掲載 

２．マッチング支援 

・SNS 等を活用して情報発信を実施 

・10 件掲載のうち、2 件がマッチング 

 

事 業 名 コンサルティング事業（新潟 IPC 財団補助金） 【再掲】 

決 算 額 47,891,271 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

中小企業が抱える経

営課題の解決を支えるた

め、本市の産業支援機

関である新潟 IPC 財団ビ

ジネス支援センターに専

門人材を配置し、経営状

況に応じた丁寧なコンサ

ルティングを実施するとと

もに、人材育成や技術開

発、販路開拓等を支援

し、中小企業の強みづくり

を支え、稼ぐ力の強化を

後押しするもの 

【実 績】 

１． 相談件数 延べ 2,608 件 

２． 相談人数 延べ 2,986 人 
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資金調達の円滑化  

▶資金需要に応じた制度融資 

 

 

事 業 名 中小企業制度融資貸付金 

決 算 額 4,614,400,000 円 担当課 商業振興課  

【概 要】 

本市が金融機関及び

新潟県信用保証協会と

相互に協力して実施して

いる融資制度で、市から

金融機関に対して融資の

原資となる資金を預託す

ることで、借入が困難な

中小企業の円滑な資金

調達を支援 

【実 績】 

預託額 4,614,400 千円 

（新規貸付 1,178 件 5,617,942 千円） 

内訳 

制度名 預託額（千円） 新規貸付（件/千円） 

中小企業開業資金 1,158,900 230 1,274,115 

地方産業育成資金 76,000 14 42,340 

一般融資 598,900 147 1,219,090 

一般融資 

（障がい者雇用推進枠） 
61,900 8 116,850 

無担保無保証人融資 12,400 3 17,990 

小規模企業振興資金 1,229,300 641 2,058,887 

小規模企業振興資金 

（障がい者雇用推進枠） 
700 0 0 

夏季・年末資金  300 2 5,200 

経営支援特別融資 385,100 85 527,150 

中小企業資金繰り 

円滑化借換融資 
782,300 48 356,320 

※新事業展開資金 45,300 - - 

※あんしん未来資金 

（防災等対策資金） 
132,000 - - 

※あんしん未来資金 

（まちなか再生支援資金） 
10,700 - - 

※あんしん未来資金 

（地球環境保全資金） 
111,800 - - 

※商店街等活性化 

対策資金 
8,800 - - 

計 4,614,400 1,178 5,617,942 

※は取り扱いが終了した制度融資。残債管理のために預託を継続している。 
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事 業 名 制度融資貸付金利子補給 

決 算 額 39,673,922 円 担当課 商業振興課  

【概 要】 

中小企業開業資金等

を利用した中小企業に対

し、貸付利子の一部を補

助 

【実 績】 

中小企業開業資金（特定創業支援枠） 

  ・融資実行後 3 年間の利子全額を補助 

  ・実績 538 件 37,809 千円 

 ※取り扱いが終了した制度融資に対する利子補給 

   あんしん未来資金（防災等対策資金）    

    ・年利 1％を補助 

     ・実績 24 件 962 千円 

   あんしん未来資金（地球環境保全資金） 

    ・年利 1％を補助 

   ・実績 40 件 903 千円 
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事 業 名 新潟県信用保証協会保証料補助金 

決 算 額 101,113,266 円 担当課 商業振興課  

【概 要】 

制度融資貸付金のう

ち、新潟県信用保証協

会の保証付き融資を受

けた中小企業に対し、借

入時にかかる信用保証

料の全部または一部を補

助 

【実 績】 

保証料補助 1,062 件 101,113 千円 

参考：保証料補助割合（一部抜粋） 

制度名 融資額 
補助 

割合 

中小企業開業資金 

 

一般開業 

300 万円以内 100％ 

300 万円超～ 

1,000 万円 
50％ 

創業関連保証 

300 万円以内 100％ 

300 万円超～ 

1,000 万円 
50％ 

創業関連保証 

（特定創業支援枠） 

300 万円以内 100％ 

300 万円超～ 

2,000 万円 
50％ 

経営支援特別融資 

300 万円以内 100％ 

300 万円超～ 

1,000 万円 
50％ 

中小企業資金繰り 

円滑化借換融資 

300 万円以内 100％ 

300 万円超～ 

1,000 万円 
50％ 

小規模企業振興資金 

（通常枠） 

300 万円以内 100％ 

300 万円超～ 

1,000 万円 
50％ 

一般融資（通常枠） 300 万円以内 50％ 
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人材の確保 

▶人材確保の支援 

 

事 業 名 新規採用活動支援事業 【再掲】 

決 算 額 15,876,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

就職・採用活動の変

化に対応するため、リクル

ーター養成講座の開催

やインターンシッププログ

ラムの構築支援による、

市内中小企業の人材確

保と大学生等の市内就

労を促進、企業の採用

力向上のための支援をす

るもの 

また、アフターコロナに

おける就職・採用活動の

変化に対応し、市内中小

企業の人材確保と大学

生等の市内就労を促進

するため、企業の採用力

強化を図るもの 

【実 績】 

１．リクルーター養成講座の開催 30 社 

採用広報活動を担う人材の養成を通して、次世代リーダー育成

にもつなげてもらうことを目的とした講座の開催 

 

２．インターンシッププログラム構築の支援 10 社 

インターンシッププログラム構築のための専門家による伴走支援

の実施 

 

３．新規採用活動支援事業補助金 

自社の採用ウェブサイト等を有効活用して魅力を発信する企業

を支援 

（１）補助対象経費  

自社の採用関連ウェブサイトや採用関連の企業紹介動画の制

作・改修 

（２）補助額 対象経費の 1/2（上限 20 万円） 

（３）補助実績 34 件（5,976 千円） 
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事 業 名 企業参加型奨学金返済支援事業 

決 算 額 1,603,563 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

若者の市内就労の促

進と企業の人手不足解

消を目指し、奨学金の返

済を抱える新規学卒者

等の経済的負担を諸手

当等により支える企業を

支援するもの 

【実 績】 

奨学金の返済を抱える新規学卒者等の経済的負担を諸手当

等により支援する企業の支援額の一部を補助した。 

 

１．補助対象者 

・市内に本社・本店が所在する中小企業 

・奨学金返済支援制度を設け、従業員を支援していること 

２．補助額・補助期間 

・企業が負担した金額のうち、年間個人返済額 20 万円を上限 

とし、その 1/2 を補助金として交付 

・補助対象期間最大 7 年 上限 40 万円 

※令和 5 年度より、諸手当創設前から雇用されている従業員も 

援対象者に拡大するとともに、日本学生支援機構等への代理 

返還制度を利用する企業も対象 

３．補助実績 

支援企業数  8 社 

対象従業員 31 名 
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事 業 名 働きがいのある新潟地域創造事業 【再掲】 

決 算 額 284,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

中小企業からなる団

体が、“地域で人を育成・

採用する仕組み”を構築

することで、働きがいを高

め、企業の定着率・採用

力向上につなげるもの 

【実 績】 

中小企業の定着率・採用力向上を目的に、市内の中小企業が

団体となって、経営者の意識改革・定着率向上・採用力向上のた

めの研修等を実施し、それら取組について広く情報発信を行った

際に要した費用の一部を補助した。 

 

１．補助対象経費 人件費、報償費、通信運搬費、賃借料 ほか 

２．補助額      対象経費の 1/4（予算の範囲内） 

３．補助実績    2 件 

  支援団体 

   ・ 新潟市異業種交流研究会協同組合（20 事業所） 

    ・ 新潟県中小企業家同友会（15 事業所） 

  取組内容 

   ・ 経営者の意識改革セミナー及び定着率向上のための 

交流イベントの開催 

・ 会員の自主・主体性を育み、会員の絆を強めるための 

経営フォーラムの開催 
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事 業 名 市内就労促進事業 【再掲】 

決 算 額 2,359,390 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

次代の担い手である若

者の地元就職への意識

醸成を促進するため、各

世代に対して、経済団体

や地元大学など関係機

関と連携した各種取組を

展開することで、人口の

流出抑制と流入促進を

図るもの 

【実 績】 

中学・高校・大学生の各世代にとって、市内就労の意識醸成に

向けた取り組みを行ったほか、保護者にも就職活動に関する情報

発信を行った。 

 

１．中学生向け 

市内中学生のチャレンジ精神や職業観を養うほか地元就職へ 

の意識醸成を図るための職業人講話を実施 

実施校数 34 校 参加生徒数 4,443 名 

２．高校生向け 

市が制作した地域情報冊子データを、高校の探究の授業で活

用いただいた 

実施校数 市内 8 校、市外 7 校 

３．大学生等向け 

新潟の職場環境や住みやすさについて魅力を感じてもらうととも

に、自身が新潟で働く姿をイメージしてもらうため、学生と若手社会

人との交流イベントを東京と新潟で開催 

東京開催 参加者 20 名（現地 14 名、オンライン 6 名） 

新潟開催 参加者  9 名（現地 8 名、オンライン 1 名） 

４．保護者向け 

保護者向け就活応援講座を実施 

申込者数 44 名 視聴回数 152 回 
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事 業 名 技能功労者表彰事業 

決 算 額 429,925 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

同一職種の技能者とし

て 30 年以上の経験を有

する市民で、技能の練

磨、後進の育成等、その

職業の向上、発展に寄

与した人を表彰し、技能

者の功労を称え、技能水

準のより一層の向上を図

るもの 

【実 績】 

永く同一の職業に従事し、技能の練磨、後進の育成等その職種

の向上、発展に寄与した者を表彰（昭和61年度から、令和6年度

で第 39 回目の表彰） 

 

被表彰者数 13 名（9 職種） 

 

事 業 名 新潟地域若者サポートステーション事業 

決 算 額 14,563,524 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

厚生労働省及び本市

の委託により、若年無業

者（ニート）の職業的自立

支援の核となるサポート

ステーション（サポステ）

を設置し、就職に向けて

動き出せない若者を対

象に職業的自立支援を

行う「新潟地域若者サポ

ートステーション」を運営 

【実 績】 

臨床心理士やキャリアカウンセラー等により、就労をはじめとした 

さまざまな相談に対応 

また、コミュニケーションセミナーやジョブトレーニング、保護者向 

けセミナー等、就職氷河期世代を含む無業者の支援を実施すると

ともに、関係機関、団体等による「新潟市若年者自立支援ネットワ

ーク会議」を開催し、若者及び就職氷河期世代等の職業的自立

支援の効果的な事業実施に向けた意見交換を実施 

 

１．新潟地域若者サポートステーション実績 

・来所数（延べ） 8,276 名 

・相談件数 2,917 件 

・新規登録者数 278 名 

・就職者数 185 名 

・臨床心理士相談件数   647 件 

（内訳）若年者       518 件 

就職氷河期世代 129 件 

２．新潟市若年者自立支援ネットワーク会議実績 

令和 7 年 3 月 18 日 開催 
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事 業 名 新潟暮らし魅力発信事業 

決 算 額 11,301,924 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

新潟暮らしの魅力を市

内外にＰＲすることを通し

て、若者の流出抑制など

定住促進を図るとともに、

ＵＩＪターンなど本市への

移住を促進 

加えて、将来的な U タ

ーンや移住を見据えた継

続的なつながりを持ち続

ける「関係人口」の創出

に取り組むもの 

【実 績】 

１．主に東京圏など大都市圏在住者に向けた取り組み 

・ＷＥＢを活用した効果的広報 

・首都圏などでの移住セミナーの実施 

参加者数 62組79名 

・移住相談、他団体主催セミナー・フェアへの出展 

相談者数 646組663名 

・移住促進ガイドブックの刷新・配布 

 

２．関係人口創出に向けた取り組み 

・新潟暮らし魅力発見・発信プロジェクト 

参加学生数 17 名 受入団体数 6 団体 
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事 業 名 移住支援事業 拡充 

決 算 額 105,455,870 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

東京圏から本市への

移住・定住の促進及び中

小企業の人材不足解消

を目的に、ある一定の要

件を満たして東京圏から

移住した方に対し、移住

支援金を支給するもの 

また、東京圏の大学に

在学中の学生に対し、就

職活動で新潟県内の企

業に面接で訪れた際の

交通費の一部を支援す

るもの 

【実 績】 

１．移住支援金 

・補助金 

 金額 件数 小計 

単身者 60 万円 36 件 21,600 千円 

2 人以上世帯 100 万円 44 件 44,000 千円 

子育て加算※ 100 万円 39 人 39,000 千円 

合 計 80 件 104,600 千円 

※18 歳未満の子１人当たり 100 万円を加算 

・印刷製本費   22 千円 

・県への返還金 825 千円（令和 3 年度交付分） 

 

２．地方就職学生支援金 

・補助金 

東京圏の大学に在学中の学生に対し、就職活動で新潟県内

の企業に面接で訪れた際の交通費の一部を支援（上限 10,000

円でかかった費用の 1/2） 

 1 件：8,870 円 
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事 業 名 テレワーカー移住・定住促進事業 拡充 

決 算 額 25,245,629 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

総務省の地域おこし協

力隊制度を活用し、隊員

の経験やスキルを活かし

て本市へのテレワーカー

の呼び込みを強化し、テ

レワーカーの移住・定住

を促進するもの 

本市へのテレワーカー

の移住・定住促進を目的

とし、三大都市圏（東京

圏・名古屋圏・大阪圏）

からのテレワーカー移住

者及びテレワークによる

体験居住を行った者に対

し、移住促進特別支援金

を支給するもの 

【実 績】 

１．地域おこし協力隊の活用（地域おこし協力隊：3 名） 

（１）地域おこし協力隊を活用し、本市でのテレワークの実践を通し

た情報発信、イベント企画などにより、テレワーカー移住者を本

市へ呼び込んだ 

（２）テレワーカー移住者などのオンラインコミュニティについて、市

主催セミナーやフェア等で周知を行い、参加人数が増えたこと

で、様々な悩みや相談に対する回答が可能となり、移住者が移

住者をさらに呼び込むための仕組みの活用が進んだ 

＜委託事業者による活動支援＞ 

・地域おこし協力隊の活動サポート、 

活動に係る経費支払い等事務局支援 

＜地域おこし協力隊の活動内容＞ 

・移住・定住情報サイト「HAPPY ターン」や X、インスタグラ

ム、YoutubeといったSNSを活用して本市の暮らしに関する

様々な魅力や日常生活の疑問点などを発信 

・移住者交流会の開催 

開催回数6回 参加者数25名 

・先輩移住者が後輩移住者や移住検討者の様々な質問に

応えるオンラインコミュニティの運用 

令和 7 年 3 月末時点 参加者：118 名 

＜事業費の内訳＞ 

・地域おこし協力隊の活動に係る経費：2,929 千円 

・地域おこし協力隊への報酬：4,606 千円 

・地域おこし協力隊の活動サポート：5,698 千円 

 

２．移住促進特別支援事業（補助金） 

 三大都市圏から一定の要件を満たして移住した方 

（テレワーカー移住） 

 支給金額 件数 小計 

単身者 30 万円 13 件 3,900 千円 

2 人以上世帯 50 万円 16 件 8,000 千円 

合 計 29 件 11,900 千円 

 

・印刷製本費 113 千円 
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事 業 名 副業関係人口創出事業 

決 算 額 16,667,563 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

外部副業人材と市内

事業者とのマッチングを

行うことで、関係人口創

出を図るとともに、市内企

業の機運醸成を図り、外

部人材の活用を促進す

ることで企業の課題解決

につなげるもの 

【実 績】 

市外の副業・兼業やプロボノ人材と市内の企業・団体が抱える課

題とのマッチングを促進し、課題解決プロジェクトの実施などを通じ

て、関係人口を創出した。 

持続的な運用に向けて、関係人口が新たな関係人口を呼込む

好循環を生み出すため、地域おこし協力隊を活用した。 

外部副業人材と市内事業者との直接的なマッチングを実践し

た。 

 

（事業概要） 

・副業等人材の活用促進にかかるプロモーション 

キックオフセミナー及び報告会の開催 

・地域課題等解決プロジェクトの企画及び運営  

課題解決プロジェクト 3 プロジェクト実施 

・地域課題等解決プロジェクトに参画する副業等人材の募集 

参画した首都圏企業などで働く副業人材数 24 名 

市内事業者と市外の副業人材との課題解決に向けた 

マッチング件数 11 件 

・地域おこし協力隊の任務遂行支援 

地域おこし協力隊 １名活用 
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事 業 名 在宅テレワーカー育成・就労支援事業 新規 【再掲】 

決 算 額 30,560,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

 多様で柔軟な働き方と

して、時間や場所に捉わ

れずに働ける就労スタイ

ルや副業・フリーランス等

の働き方を実践できるよ

う、人材の育成・普及や

企業の人材活用促進を

図るもの 

 

【実 績】 

 子育てや介護などで働く時間や場所に制約があるなど、固定勤

務（フルタイム・職場勤務）が難しい女性や高齢者、副業・フリーラ

ンスを望む若者等に対し、在宅テレワーカーとして就労するための

スキル習得を支援したほか、企業に対する人材活用を促すこと

で、仕事と家庭生活の両立を果たせる地域就労モデルを構築し

た。 

 

１．在宅テレワーカーの育成 

・事前セミナーの開催（４回）  

・在宅テレワーカー養成講座（職業訓練プログラム）の開催 

 参加者数 第 1 期：33 名、第 2 期：34 名（計 67 名） 

うち、就労マッチング件数：48 件 

・キャリア面談などの就労支援、職業紹介、マッチング 

   

２．企業に対する在宅テレワーカー活用促進 

・在宅テレワーカーと企業のマッチング会の開催   

・業務切り出しワークショップの開催 参加数 11 社 12 名 

・経営者向け意識醸成セミナー 参加数 11 社 11 名 
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事 業 名 単日短時間就労マッチングプラットフォーム構築事業 新規 

決 算 額 13,435,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

幅広い世代や雇用形

態の雇用を掘り起こし、さ

まざまな業界・業種の企

業に対し多様な人材活

用を促しながら、双方の

円滑なマッチングを促進

し、労働力を確保するも

の 

【実 績】 

単日短時間就労などにより、働き手が希望する働き方の実現

と、企業の人手不足解消につなげるため、民間が運営する就労マ

ッチングスキームを活用した新潟市公式のマッチングプラットフォ

ーム「にいがた CITY マッチボックス」を令和 6 年 8 月に開設し、市

内企業や幅広い世代からの活用促進に取り組んだ。 

 

１．市公式マッチングプラットフォーム 

「にいがた CITY マッチボックス」の開設・運用 

  マッチングアプリケーション・ウェブサイトの制作、システム運営、 

プラットフォームへの登録促進、求人開拓 

２．働き手の掘り起こし 

  広報媒体を活用した事業周知や意識醸成 

  求職者の新規登録者数：3,406 人 

３．企業に対する活用促進 

  広報媒体を活用した事業周知や意識醸成 

  人材活用促進セミナー（説明会）の開催 

  登録事業者数：357 者 

  採用マッチング件数：3,851 件 
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中小企業の受注機会の増大 

▶市発注における受注機会の増大 

 

事 業 名 市発注における受注機会増大に関する取組 （*） 

決 算 額 0 千円 担当課 契約課 

【概 要】 

地域経済の活力を高

めるため、市が工事の発

注、物品及び役務の調

達等を行う際は市内中

小企業の受注機会の増

大に努めるもの 

【実 績】 

１． 市内・区内業者への優先発注に係る関連規定の整備 

２．小額工事等契約希望者登録制度の整備及びさらなる活用促 

進に向けた市役所庁内ヒアリングの実施 

３．事務用品等物品の発注における分割発注の推進 

（産業政策・イノベーション推進課/契約課） 

４．条例及び受注機会の増大に関する取り組みの職員への周知 

徹底（全職員向け文書通知及び契約事務研修における周知） 

 

【参 考】 令和 6 年度における発注状況 

１．全体の状況 

上記の取り組みを推進し、令和 6 年度における中小企業・小規模企業者への発注状況は、件数

で 92.0％、金額で 77.7％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※金額は単位未満切り捨てとしているため、各項目の積算と計とは一致しない 

 

２．小額工事等契約希望者登録制度の活用状況  

 

対象 

件数 

① 

対象 

金額 

② 

見積 

参加 

件数 

③ 

制度 

活用 

件数 

④ 

制度 

活用 

金額 

⑤ 

参加率 

(件数) 

⑥ 

=③/① 

活用率 

(件数) 

⑦ 

=④/① 

活用率 

(金額) 

⑧ 

=⑤/② 

合

計 
12,305 3,474,916 3,264 3,033 461,486 26.5% 24.6% 13.3% 

 

  
官公需契約総額 

うち中小企業向 

契約実績 
比率 

  
件数（Ａ） 金額（Ｂ） 件数（Ｃ） 金額（Ｄ） 

件数 

(C)／(A) 

金額 

(D)／(B) 

全

体 

物品 989 3,126 922 2,853 93.2% 91.3% 

工事 1,826 40,010 1,680 30,539 92.0% 76.3% 

役務 1,205 6,721 1,098 5,354 91.1% 79.7% 

計 4,020 49,857 3,700 38,746 92.0% 77.7% 

（単位：件、百万円） 

（単位：件、千円） 
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Ⅱ-2 地域の資源を活かした経済の活性化  

企業立地の促進  

▶企業立地の促進 

 

事 業 名 企業誘致促進事業＠新潟サテライトオフィス  

決 算 額 17,727,122 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

従来の企業誘致活動

に加え、民間のネットワー

クと知見を活用し、首都

圏等に本社を置く企業を

対象に本市でのビジネス

環境を体験する機会を

提供。市内企業や教育

機関とのマッチングなどに

より事業活動を支援する

ことで、企業誘致をさらに

推進 

【実 績】 

１． 業務委託内容（委託先はプロポーザルにより選定） 

①首都圏等に本社を置く企業へのプロモーション 

②当事業を紹介するホームページの作成及び運営 

③地元企業や教育機関等との連携のためのマッチング 

④本市滞在期間に要する費用の一部助成 

・交通費（新潟市までの交通費、市内滞在中の交通費） 

・市内宿泊料及びワークスペース利用料 

２． 利用状況 

・申込企業 57 社 

・視察企業 ４１社 

・オフィス契約による進出 2 社 

・コワーキング登録による進出 1 社 
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事 業 名 工業振興条例助成金 

決 算 額 401,003,000 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

市外企業の工場建設

及び市内企業の工場拡

大（移設・増設）を支援

し、雇用機会の増大を図

るもの 

 

【実 績】 

１．補助対象者 

工業者（日本標準産業分類における製造業・新聞業・出版

業）、工業者と支配関係にある共同事業者 

 

２．補助内容 

①用地取得助成金  

用地取得費の 20％以内、限度額１億円 

※8 地区の工業用地（市内企業：30%以内、3 億円  

市外企業：30％以内、5 億円） 

②用地等賃借助成金   

賃借に要する経費の 10％以内の額を３年間助成、 

限度額 3,000 万円／年    

③環境整備促進助成金  

環境整備（道路、公園、消防施設等）に対する助成対象経 

費の 50％以内、限度額 5,000 万円  

④工場建設促進助成金  

・固定資産税相当額を３年間助成 

・事業所税資産割相当額を３年間助成 

※8 地区の工業用地（5 年間助成）  

⑤工場集団化等促進助成金  

固定資産税相当額を３年間助成  

⑥雇用促進助成金  

市民１人あたり年間 25 万円、限度額 2,500 万円 

  

３． 助成件数・補助額 

助成金 助成件数 助成額（千円） 

用地取得助成金 4 235,625 

環境整備促進助成金 1 36,250 

工場建設促進助成金 38 129,128 

 固定資産税相当額 19 100,032 

事業所税資産割相当額 19 29,096 

雇用促進助成金 0 0 

合計 43 401,003 
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事 業 名 物流施設立地促進事業補助金 

決 算 額 196,887,000 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

市外企業の物流施設

建設及び市内企業の物

流施設拡大（移設・増

設）を支援し、雇用機会

の増大を図るもの 

 

【実 績】 

１．補助対象者 

物流事業者、物流事業者と支配関係にある共同事業者 

 

２．補助内容 

①用地取得補助金  

用地取得費の 20％以内、限度額１億円  

※8 地区の工業用地（市内企業：30%以内、3 億円 

市外企業：30％以内、5 億円） 

②用地等賃借補助金  

賃借に要する経費の 10％以内の額を 3 年間助成、 

限度額 3,000 万円／年     

③環境整備促進補助金  

環境整備（道路,公園,消防施設等）に対する助成対象経費の 

50％以内、限度額 5,000 万円    

④施設建設促進補助金  

・固定資産税相当額を３年間助成    

・事業所税資産割相当額を３年間助成 

※8 地区の工業用地（5 年間助成）     

⑤施設集団化等促進補助金  

固定資産税相当額を３年間助成  

⑥雇用促進補助金  

市民１人あたり年間 25 万円、限度額 2,500 万円  

 

３． 補助件数・補助額 

補助金 補助件数 補助額（千円） 

用地取得補助金 2 141,764 

用地等賃借補助金 0 0 

施設建設促進補助金 10 55,123 

 固定資産税相当額 7 51,012 

事業所税資産割相当額 3 4,111 

雇用促進補助金 0 0 

合計 12 196,887 
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事 業 名 デジタル・イノベーション企業立地促進補助金 

決 算 額 209,910,000 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

情報通信関連産業の

集積による雇用機会の増

大を図るため、市内へ新

規立地する企業のオフィ

ス賃借料等を支援 

【実 績】 

１．補助対象者 

オフィスへ入居するＩＴ企業等 

 

２．補助内容 

①一般型（市内オフィスビルに入居） 

事業所賃借料補助 

補助額 賃借料の 20％ 

限度額 900 万円/年 

期 間  5 年 

雇用促進補助 

補助額  新規常用雇用 25 万円/人 

正規雇用者 50 万円/人 

限度額  1,500 万円/年 

期  間  3 年 

  

②にいがた 2km 型 

(都市再生緊急整備地域の新築オフィスビル入居) 

事業所賃借料補助 

補助額 賃借料の 75％ 

限度額 5,000 万円/年 

期 間 3 年 

雇用促進補助(※ｺｰﾙｾﾝﾀｰ､BPO は一般型を適用) 

補助額  新規常用雇用 25 万円/人 

正規雇用者 100 万円/人 

新卒・ＵＩターン正規雇用 50 万円/人加算 

限度額  5,000 万円/年 

期  間  3 年 

 

３． 補助件数 

29 件 

 

４． 補助額 

209,910 千円 
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▶技術、技能の継承支援 

 

事 業 名 伝統的工芸品展示会開催事業 

決 算 額 400,000 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

 本市の伝統的工芸品

である「新潟仏壇」の展

示会開催を通じて、伝統

的工芸品の振興を図る

ため、新潟仏壇組合へ

負担金を交付 

【実 績】 

１．交付対象者 

 新潟仏壇組合 

２．交付額 

 400 千円 

３．新潟仏壇工芸展 実績 

・開催期間 ： 10 月 12 日（土）～11 月 4 日（月・祝） 

・会   場 ： 旧小澤家住宅 

・来場者数 ： 1,970 人（前年度比 115％ 、250 人増） 

 

事 業 名 新潟仏壇組合補助金 

決 算 額 92,000 円 担当課 企業誘致課 

【概 要】 

 本市仏壇産業の発展と

振興を目的に、伝統的工

芸品に指定されている

「新潟仏壇」の生産に関

わる新潟仏壇組合の事

業に対して補助金を交付 

【実 績】 

１．交付対象者 

 新潟仏壇組合 

２．交付額 

 92 千円 

３．事業実績 

研修会事業、需要開拓事業 ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 58 - 

商店街の活性化 

▶商店街の賑わいづくりなどへの支援 

 

 

 

 

 

 

事 業 名 つながる商店街支援事業  

決 算 額 36,301,000 円 担当課 商業振興課  

【概 要】 

商店街が多様化する

消費者ニーズに応え、商

店街エリアの集客や消費

促進、賑わい創出を図る

ための取組みを支援する

とともに、複数の商店街

等による連携を推進 

【実 績】 

１．補助対象者 

（１）単独支援 

①以下のいずれかの商店街等団体 

ア 商店街振興組合、事業協同組合 

イ 商店街を形成する任意の商店街組織 

ウ 商工会議所、商工会 

   ②商業者グループ 

（２）連携支援 

  ①を１つ以上含み、複数の①又は②で構成する組織 

（３）外部連携支援 

  設立後１年以上経過しており、連携する①に属さない事業者 

２．補助対象事業 

（１）新規需要の創出事業 

（２）集客・消費促進事業 

（３）調査・分析事業 

３．補助率・限度額 

（１）単独支援 補助率 1/2 

限度額 50 万円 

（２）連携支援 補助率 2/3 

限度額 商店街等団体数×30 万円（最大 150 万円） 

（３）外部連携支援 補助率 1/2 

限度額 150 万円 

４．交付件数、補助合計額 

（１）交付件数 66 件 

（単独 39 件、連携 24 件、外部連携 3 件） 

（２）補助合計額 36,301 千円 

（単独 12,058 千円、連携 21,660 千円、外部連携 2,583 千円） 
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事 業 名 商店街環境整備事業 

決 算 額 12,981,000 円 担当課 商業振興課 

【概 要】 

商店街の振興及び美

化を図り、あわせて消費

者に便利で快適な買い

物の場を提供するため

に、商店街の共同施設の

設置及び改修を行う事業

を支援 

【実 績】 

１． 補助対象者 

商店街団体、共同施設の設置及び管理のため設置された団

体 

２． 補助対象事業 

以下施設の設置及び改修 

アーケード、街路灯、アーチ、モニュメント 等 

３． 補助率 

（１）公共の利益に資する施設 1/2 以内 

（２）上記以外の施設 30％以内 

（３）令和 6 年能登半島地震によって損壊等した施設 1/2 

以内 

４． 補助限度額 

2 億円 

５． 補助対象経費 

工事請負費、設備費、備品購入費、委託費 等 

６． 交付確定数・補助合計額 

19 件 12,981 千円 
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事 業 名 商店街空き店舗活用事業 

決 算 額 166,000 円 担当課 商業振興課 

【概 要】 

市内商店街の空き店

舗を活用し、商店街区へ

事業の継続性が認めら

れる新たな店舗を出店す

る事業者が行う事業を支

援することで、まちなか活

性化及び商店街活性化

を図るもの 

【実 績】 

１．補助対象者 

1 年以上経営実績がある中小企業者等 

２．補助対象経費 

店舗賃借料、改装費・備品購入費・ 

クラウドファンディング組成手数料 

３．補助率 

補助対象経費の 1/3 以内 

（UIJ ターン者又は事業承継者は 1/2 以内） 

４．補助限度額 

店舗賃借料(1 年間)  100 万円 

改装費・備品購入費等 150 万円 

５．申請・採択件数、補助合計額 

申請１件のうち、採択１件 0 円 （交付決定取消） 

令和５年度採択者の賃料継続分 1 件 127 千円 

補助合計額 127 千円 
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事 業 名 古町地区空き店舗活用事業 

決 算 額 14,569,000 円 担当課 商業振興課  

【概 要】 

古町地区の空き店舗に

出店する事業者のうち、

商店街との関わりに意欲

があり、事業の継続性が

認められる店舗の出店を

支援 

【実 績】 

１．補助対象エリア 

地域再生計画区域内(古町通・本町通・柾谷小路・西堀通・ 

東堀通近辺) 

２．補助対象者  

1 年以上経営実績がある事業者等 

３．補助対象経費 

店舗賃借料、改装費・備品購入費・ 

クラウドファンディング組成手数料 

４．補助率 1/2 以内 

５．補助限度額  

店舗賃借料(1 年間)    100 万円 

改装費・備品購入費等  400 万円 

６．申請・採択件数、補助合計額 

申請５件のうち、採択５件 13,748 千円 （１件交付決定取消） 

令和５年度採択者の賃料継続分５件 782 千円 

補助合計額 14,530 千円 

 

事 業 名 チャレンジショップ事業 【再掲】 

決 算 額 7,814,214 円 担当課 商業振興課 

【概 要】 

創業希望者等を対象

に、低廉な家賃設定の店

舗の提供と事業計画や

資金調達等の支援を行

い、古町地区での店舗展

開を推進することで中心

商店街の活性化及び空

き店舗の減少を図るた

め、古町地区に携わる官

民で構成する委員会が

運営するチャレンジショッ

プ事業を支援 

【実 績】 

チャレンジショップ運営委員会への補助事業 

１．店舗所在地 

西堀ローサ内 

２．新規出店者数 

８者 

※西堀ローサ営業終了により、令和 7 年 3 月 31 日時点では 

     全店舗退店済み 

３．家賃・共益費 

物販(1.8～7.0 坪) 10,000～36,000 円/月 
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事 業 名 創業サポート事業（店舗） 【再掲】 

決 算 額 832,000 円 担当課 産業政策・イノベーション推進課 

【概 要】 

商業活性化や起業の

促進を図るため、市内の

空き店舗を活用して創業

する者の店舗賃借料の

一部を補助 

【実 績】 

１．補助対象者     

令和３年度から令和５年度までの間に交付決定を受け、かつ、

市税を滞納していない者 

２．補助対象事業   

日本標準産業分類中分類に該当する小売業、飲食業、 

生活関連サービス業  

３．補助対象経費   

店舗賃借料  

４．補助率・限度額 

補助率：1/3、限度額：60 万円/年 

※事業実施場所が商店街内、ＵＩＪターン者、特定創業支援等

事業による支援を受けた者の場合は、補助率 1/2 

５．補助期間 １年間 

６．実績 支援件数 4 件、補助合計額 832 千円 
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Ⅱ-3 誰もが活躍できる環境の整備  

多様で柔軟な働き方の推進 

▶働きやすい職場環境づくりの推進 

 

事 業 名 働き方改革推進事業 

決 算 額 6,214,326 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

経済界や労働団体な

ど関係団体と連携し、企

業による働きやすい職場

づくりや、社員の生産性・

創造性を高める取り組み

を促進するなど、企業の

働き方改革を推進するも

の 

【実 績】 

１．経営者等向けセミナー 

働き方改革や働きがいをテーマに、経営者や働く人を対象とし

た意識改革セミナーを開催 

実施回数 3 回、延べ参加者数 77 名 

２．働きやすい職場づくり表彰 

働きやすい職場づくりに向けた全市的な機運醸成を図るため、

先駆的な企業の取組を表彰し、その実践例を発信 

  表彰企業数 5 社、フォーラム参加者数 126 名 

３．企業間ネットワークの構築 

  新規登録数 令和 6 年度：13 社 

４．総合的な情報発信 

働きやすい職場づくりを実践するためのノウハウや法改正、助成

金などの情報を、専用ウェブサイトで発信 

 

事 業 名 新潟市勤労者福祉サービスセンター補助金 

決 算 額 11,300,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

中小企業勤労者の福

利厚生の充実を目的とす

る財団に助成し、市内事

業所に勤務する勤労者

及び事業主に対し、総合

的な福祉事業を推進で

きるようにすることにより

中小企業の振興、地域

社会の活性化を図るもの 

【実 績】 

中小企業の振興、地域社会の活性化に寄与することを目的に、

中小企業勤労者の福利厚生の充実を目的とする財団へ補助金を

交付 

１．財団名称 新潟市勤労者福祉サービスセンター（通称：二ピイ） 

２．財団事業概要  

生活安定、健康の維持増進、自己啓発及び余暇活動に関する 

事業、ほか 

３．補助対象経費 管理運営費 

４．補助額      定額 
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▶働きがいを高める取り組みの推進 

 

事 業 名 働き方改革推進事業 【再掲】 

決 算 額 6,214,326 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

経済界や労働団体な

ど関係団体と連携し、企

業による働きやすい職場

づくりや、社員の生産性・

創造性を高める取り組み

を促進するなど、企業の

働き方改革を推進するも

の 

【実 績】 

１．経営者等向けセミナー 

働き方改革や働きがいをテーマに、経営者や働く人を対象とし

た意識改革セミナーを開催 

実施回数 3 回、延べ参加者数 77 名 

２．働きやすい職場づくり表彰 

働きやすい職場づくりに向けた全市的な機運醸成を図るため、

先駆的な企業の取組を表彰し、その実践例を発信 

  表彰企業数 5 社、フォーラム参加者数 126 名 

３．企業間ネットワークの構築 

  新規登録数 令和 6 年度：13 社 

４．総合的な情報発信 

働きやすい職場づくりを実践するためのノウハウや法改正、助成

金などの情報を、専用ウェブサイトで発信 
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事 業 名 新規採用活動支援事業 【再掲】 

決 算 額 15,876,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

就職・採用活動の変

化に対応するため、リクル

ーター養成講座の開催

やインターンシッププログ

ラムの構築支援による、

市内中小企業の人材確

保と大学生等の市内就

労を促進、企業の採用

力向上のための支援をす

るもの 

また、アフターコロナにお

ける就職・採用活動の変

化に対応し、市内中小企

業の人材確保と大学生

等の市内就労を促進す

るため、企業の採用力強

化を図るもの 

【実 績】 

１．リクルーター養成講座の開催 30 社 

採用広報活動を担う人材の養成を通して、次世代リーダー育成

にもつなげてもらうことを目的とした講座の開催 

 

２．インターンシッププログラム構築の支援 10 社 

インターンシッププログラム構築のための専門家による伴走支援

の実施 

 

３．新規採用活動支援事業補助金 

自社の採用ウェブサイト等を有効活用して魅力を発信する企業

を支援 

（１）補助対象経費  

自社の採用関連ウェブサイトや採用関連の企業紹介動画の制

作・改修 

（２）補助額 対象経費の 1/2（上限 20 万円） 

（３）補助実績 34 件（5,976 千円） 
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事 業 名 働きがいのある新潟地域創造事業 【再掲】 

決 算 額 284,000 円 担当課 雇用・新潟暮らし推進課 

【概 要】 

中小企業からなる団

体が、“地域で人を育成・

採用する仕組み”を構築

することで、働きがいを高

め、企業の定着率・採用

力向上につなげるもの 

【実 績】 

中小企業の定着率・採用力向上を目的に、市内の中小企業が

団体となって、経営者の意識改革・定着率向上・採用力向上のた

めの研修等を実施し、それら取組について広く情報発信を行った

際に要した費用の一部を補助した。 

 

１．補助対象経費 人件費、報償費、通信運搬費、賃借料 ほか 

２．補助額      対象経費の 1/4（予算の範囲内） 

３．補助実績    2 件 

  支援団体 

   ・ 新潟市異業種交流研究会協同組合（20 事業所） 

    ・ 新潟県中小企業家同友会（15 事業所） 

  取組内容 

   ・ 経営者の意識改革セミナー及び定着率向上のための 

交流イベントの開催 

・ 会員の自主・主体性を育み、会員の絆を強めるための 

経営フォーラムの開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


